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鎌倉市本庁舎劣化調査・機能維持対策（BCP）策定業務

9-4．地震・津波発生時の被害想定まとめ

9-4-1．地震による被害

・鎌倉市本庁舎付近で、今後30年間に震度6弱以上の揺れに見舞われる確率は70％に近い。

・鎌倉市本庁舎は47年前の耐震基準で建設されていたが、平成18（2006）年には現在の建築基

準法が求めている耐震性能「基準級・等級１」に耐震改修が実施された。これは、震度５強の地

震に対し被害の程度は軽微な被害～小破、震度６強では、中破～大破となることが想定される。

・鎌倉市本庁舎は市の最重要防災拠点とした場合、「上級・等級３」以上、震度６強に対し軽微な

被害～小破にとどまることが求められる。

・杭の耐震性能に関し、耐震診断では現状の基準においても評価検討する必要が無いため、耐震性

能は一切不明である。地震による杭の損傷程度を推測することはできないが、何らかの被害が発

生するものと考えられる。

・構造躯体の安全性はもとより、天井の脱落防止、各種設備機器類の脱落防止、ガラス破損に対す

る安全対策、家具類の転倒防止などの非構造部材に関する耐震対策も重要である。

9-4-2．液状化による被害

・「鎌倉市役所本庁舎液状化発生有無調査業務報告書」(平成27年9月）によると本庁舎東側で液

状化の発生が懸念され、地表面の沈下量は４㎝程度と報告されている。

・本庁舎全杭本数131本において、液状化懸念範囲内には53本が存在している状況にある。

・本庁舎の杭基礎は場所打ちコンクリート杭のため、以下の被害が想定される。

① 基礎の抜け上がり

地盤の沈下量が４㎝程度のため、杭が露出する懸念はない。よって基礎の抜け上がりの

可能性は極めて低い。

② 杭の周辺摩擦力の低下による支持力低下

原設計で指定する杭の支持力は支持層の支持力と概ね同じであるため、杭の周面摩擦力

を無視しても支持力が失われる事はない。

③ 地盤の抵抗力低下による杭の被害

液状化の程度が軽微であることから、杭にひび割れが発生するとしても上部構造への影

響はないと想定する。

・液状化範囲において、マンホールの浮き上りや、不等沈下により舗装面の亀裂や波を打つなどの

破損が想定される。

9-4-3．津波による被害

・神奈川県津波浸水想定図（平成27年3月発行）において、当該敷地周辺の津波の最大想定水位は

TP＋9.0ｍ、本庁舎1階床レベルはTP＋9.4ｍ、ドライエリアスロープ上部ではTP＋9.2ｍであ

り各々津波の浸水は懸念されないと判断した。

・当該データは単なるシュミレーションであり、鎌倉市本庁舎の防災拠点としての機能維持に配慮

した場合、なお一層の安全対策が望まれる。

・地下1階南側ドライエリアを構成している擁壁が地震により損傷した場合、ドライエリア内に浸

水する懸念高い。擁壁の耐震安全性を検証し、重要度係数1.5を付加した状況において、安全で

ある旨が確認された。
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10．庁舎機能維持のための提案

10-1．劣化改修・機能維持対策改修提案一覧 劣化度 Ａ；現状において不具合状況は確認されない。 Ｂ；劣化状況が確認される。 Ｃ；異常、破損等の劣化が著しい。

建 築
劣
化
度

機 械 設 備
劣
化
度

電 気 設 備
（昇降機設備を含む）

劣
化
度

通 信 設 備
劣
化
度

 1.塔屋外壁関係改修  1.空調設備  1.各所盤類の改修  1.火災報知設備関係の改修

 劣化状況対策  ・外壁各所補修、塗装改修 Ｃ  ・冷温水配管の更新 Ｂ  ・各階盤の一部回路をELCBに改修  ・スピーカの更新 Ｂ

 ・各所シーリング材更新改修 Ｃ  ・冷温水ヘッダーの更新 Ｃ  2.昇降機の更新  ・総合盤、副受信機の更新 Ｃ

 ・庇の防水改修 Ｃ  ・冷却水配管の更新 Ｂ  ・昇降機2台の更新改修 Ｃ  ・感知器の更新 Ｃ

 ・鋼製扉他塗装改修 Ｃ  ・空冷ヒートポンプパッケージ（4階回廊）の更新 Ｂ  3.照明器具類の更新

 ・塔屋屋上機械置場フェンス鉄骨アンカーボルト改修 Ｃ  ・ファンコイルユニットの更新 Ｂ  ・スイッチ、コンセント器具の更新 Ｂ

 2.庁舎外壁関係改修  ・空気式制御から電気式の制御へ改修 Ｃ  ・非常用照明器具の更新

 ・外壁各所補修、塗装改修 Ｂ  2.衛生設備  4.屋外照明器具の更新 Ｂ

 ・外壁、回廊軒天井、欄干等各所補修、塗装改修 Ｂ  ・屋内天井内給水管の更新 Ｃ

 ・シーリング材更新改修 Ｃ  ・受水槽のブロー排水のフランジ更新（地下1階屋外） Ｂ

 ・外部鋼製建具他鉄部塗装改修 Ｂ  ・ガス給湯器の更新（1階、2階湯沸室） Ｃ

 ・1階軒天井アルミスパンドレル更新改修 Ｂ  ・ガス給湯器の更新（4階売店） Ｃ

 3.屋上有孔ＰＣ板手すり壁改修  ・屋外消火栓のホース格納箱（1階屋外） Ｃ

 ・既存撤去、ネットフェンス新設改修 Ｃ  ・二酸化炭素消火ボンベ、手動起動装置の更新 Ｂ

 4.ライトコート防水改修

 ・シート防水新設改修 Ｃ

 5.屋上防水改修（塔屋屋根、東側低層部を除く）

 ・既存シート防水撤去の上、シート防水新設 Ｂ

 6.屋上防水改修（塔屋屋根、東側低層部屋根）

 ・既存ウレタン塗膜防水の上、上塗り改修 Ａ

 7.内装美装改修

 ・便所内装改修（2階1ヶ所） Ｂ

 ・各所床、壁仕上げ改修（便所、湯沸し室を除く） Ｂ

 1.耐震補強改修  1.天井耐震化に伴う道連れ工事  1.天井耐震化に伴う道連れ工事  1.ラック類の耐震補強

 機能維持  ・Is値＝0.9へ枠付き鉄骨ブレースの増設改修  ・天井内ダクト、配管類耐震吊り補強設置  ・照明器具等の更新、耐震対策設置  ・収納ラック等の既設機器の転倒防止対策

（BCP）対策  2.杭の補強改修  2.災害対応型トイレの設置  ・盤等の既設機器の転倒防止対策

 ・建物外周部へ水平力(地震）負担用の杭を増設設置  ・公衆トイレ増築に伴う機械設備工事  2.災害対応型トイレの設置

 3.天井耐震化改修  3.災害時対応拠点の設置に伴う機械設備工事  ・公衆トイレ増築に伴う電気設備工事

 ・天井下地材の耐震化改修  ・消火設備工事  3.災害時対応拠点設置に伴う電気設備工事

 4.ガラスの飛散防止対策  4.受水層耐震化改修  ・増築に伴う電気設備工事

 ・外壁ガラス面への飛散防止フィルム新設改修  ・受水槽の耐震性能を向上させる（1.0G→1.5G）  ・屋根面に太陽光発電設備の設置

 5.災害対応型トイレの設置  4.ソーラー外灯の設置

 ・A案；RC造平屋建て公衆トイレの増築（RC造50㎡程度）  ・停電時にも点灯できる外灯を設置

 ・B案；既存汚水槽上部に仮設トイレ設置可能に改修

 6.災害時対応拠点の設置

 ・屋外駐車場の一部屋内化（鉄骨造平屋建て450㎡程度）

 1.地震対策２の杭の補強改修に準じる  1.建物～外構埋設配管の破損防止対策

 ・杭の増設改修において、液状化対策を加味する  ・給水管の一部を可とう管に更新

 1.１階防潮対策  1.排水管の屋外からの逆流防止対策  1.1階電動防潮板設置に伴う電源工事

 ・各出入口防潮板の設置（H＝400㎜、600㎜）  ・ポンプアップ排水系統の逆止弁を更新  2.B1階電動防潮板設置に伴う電源工事

 ・南側擁壁天端嵩上げ（H＝400㎜）  ・屋外排水枡にコンクリートます用逆止弁を設置  3.受変電設備の移設

 2.地下１階ゲリラ豪雨対策  ・A案；3階屋上南側への移設改修（構造的に不可能）

 ・各出入口防潮板の設置（H＝500㎜）  ・B案；外部北側、第２分庁舎下への移設

 ・オイルタンク室扉嵩上げ

 1.発電機電源の供給範囲の変更

 ・停電時に稼動するエリアに対して発電機電源を供給

 2.可搬式発電機によるバックアップ

 ・可搬式発電機に切替を行う盤を設置

 1.議場天井耐震化改修  1.議場天井耐震化改修  1.議場天井耐震化改修  1.議場天井耐震化改修

 議 場  ・A案；仕様ルートによる改修  ・A案；天井内ダクト耐震化改修  ・A案；照明器具のLED化  ・A案；音響機器の耐震化
 特定天井対策  ・B案；フェイルセーフ対策（落下防止ネットの設置）  ・B案；対応工事なし  ・B案；対応工事なし  ・B案；対応工事なし

地
震
対
策

液
状
化
対
策

津
波
・
水
害
対
策

停
電
対
策
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10-2-5．災害対応型トイレの設置計画

　震災時、ライフラインの損傷により通常の水洗トイレは使用不能となる。防災拠点である鎌倉市

本庁舎において職員などの排泄物対策は最重要事項である。

　本庁舎は建設時、下水道の整備が整わず浄化槽により汚水の排水処理が行われていた。その後下

水道が完備し浄化槽は不要となったのだが、敷地内の排水管勾配の関係から、公共下水管へ直接接

続ができず、既存浄化槽を汚水貯留槽に改修し現在でもその状況が維持されている。

　災害対応型トイレの設置を考えた場合、既設汚水貯留槽を有効利用した提案とする。

◆ 既存汚水貯留槽の仕様

・構　　　造 ；鉄筋コンクリート造

・内　容　積 ；内法　W 3.5m×L 14.1m×H 3.2m ＝ 158.0㎥

　有効利用容積を80％程度とした場合　 ；126㎥

・排水ポンプ ；臭気対策のため、毎朝１回の運転で排水対応している。

◆ 汚水貯留槽の通常使用状況の想定

・通常利用者数　；正規職員　　　約 700名

　嘱託職員等　　約 500名

　来庁舎　　　　約 300名 合計　約1,500名

・1日の残留汚水 ；1,500名×30ℓ/人･日（1人当りの雑用水１日使用水量）＝ 45,000ℓ

＝ 45㎥

◆ 震災発生後貯留可能な汚水槽の容量想定

・毎朝１回の排水ポンプ稼働直前に震災に遭遇した状況を想定する

・貯留可能容量 ；126㎥ － 45㎥ ＝ 81㎥

◆ 震災発生後本庁舎従事の職員数

・想定職員数 ；正規職員　　　約 500名（200名は出先機関で従事すると想定）

 ■ 災害対応型トイレ設置位置の想定

本 庁 舎

既存汚水貯留槽位置

第３

分庁舎

第４

分庁 駐車場

駐車場
ドライエリア上部吹抜
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■ 防潮板の種類

防潮板にはその意匠性、機動性、価格などにより色々なシステムがある。代表的な形態として、起到

式、扉型、可搬式、シート式等があり、駆動方式も手動式、電動式等が一般的である。最近では、水圧

式なども製品化されている。尚、概算算出においては一般的な電動起到式及び可搬組立て式を選定した。

各種防潮板比較検討

可 搬 式 扉 式 起  倒  式 シ ー ト 式

 特 徴
 巾２m程度のパネルを人力
 により組み立てる

 設置場所に引き戸型又は
 開き扉状に常時準備して
 おく

 通常は地盤面に収納設置
 されされているパネルを
 起立させる

 床下に収納されている
 シートを引き上げて設
 置

 設置幅
 間柱設置による連結式と
 すれば無制限

 パネルの収納スペースに
 よるが一般的には6.0ｍ
 程度まで

 3.0～12.0ｍ程度  10.0ｍ程度

 設置高さ
 （浸水高さ）

 0.3～1.5ｍ程度  周辺環境によるが一般的
 には1.5ｍ程度まで

 0.4～1.5ｍ程度  0.2～1.2ｍ程度

 設置条件
 床面に30㎜程度のパネル
 受けの溝が必要。
（日常はカバー付き）

 設置開口に隣接した収納
 スペースが必要

 床面の収納スペースの高
 さが300㎜程度必要

 床面の収納スペースの高
 さが200㎜程度必要

 ・手動式  ・手動式  ・電動式（手動併用）  ・手動式
・自動浮力式

  （冠水位により浮上）

 ・アルミ製  ・ステンレス製  ・ステンレス製  ・ステンレス枠

 ・ステンレス製  ・鋼板製 ・FRP製（自動浮力式）  ・合成ゴムシート

 ・組み立てに要する時間
 が必要

 ・日常は露出状態のため
 意匠に配慮が望まれる

 ・電動駆動の場合非常用
 電源の設置が望ましい

 ・漂流物に対する耐衝撃
 性は無い

 ・組み立てにある程度熟
 必要

 ・設置時間は短い。捜査
 熟練 不要

 ・電動式の場合、操作は
 スイッチ操作のみ

 ・設置時間は短い。捜査
 熟練 不要

 ・開口 が大き 場合途
 中に 柱（取 し式）
 が となる

 ・漂流物に対する耐衝撃
 性は低い

 ・機能維持のた 、専門
 業者による定期的なメ
ンテナンスが必要

 ・定期的に収納部の清掃
 が必要

 操作手法

 材 質

 問題点・
 注意事項
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電動起到式 可搬組立て式

開き扉式

防潮板各種事例

浮力起到式

シート式

スライド扉式

 練が必要  に熟練は不要  スイッチ操作のみ  に熟練は不要

 ・開口幅が大きい場合途
 中に支柱（取外し式）
 が必要となる

 ・漂流物に対する耐衝撃
 性は低い

 ・機能維持のため、専門
 業者による定期的なメ

 ンテナンスが必要

 ・定期的に収納部の清掃
 が必要

 ・漂流物に対する耐衝撃
 性は低い

 ・漂流物に対する耐衝撃
 性は低い

 ・止水パネルの保管ス
 ペースが必要

 ・パネル設置用床溝の定
 期清掃が必要

※ 価格の比較は、同一設置条件での比較ができないため除外した。

 注意事項
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10-2-11．受変電設備の移設対策

　地下１階に設置されている受変電設備、主要機械設備を地上階へ移設し、津波などの水害から保護

することで庁舎機能の維持を図ることが重要な対策と考える。

　しかし、地下１階に設置された受変電設備、主要機械設備の全てを地上化することは、費用対効果

を考えた場合現実性が低いと考え、災害時に庁舎機能を維持するために必要な設備として、受変電設

備の移設を中心に検討する。尚、非常用発電設備においては、平成21（2009）年9月、既に塔屋屋

上への移設が完了しているため対象外とした。

受変電設備移設先の提案

■ Ａ 案 本庁舎3階屋上南側

ドライエリア

上部吹抜け第３分庁舎

第４分庁舎

駐車場

第２

分庁舎

非常用発電機設置位置
Ｂ案

3階屋根
屋上 塔屋

屋根

ライトコート

上部吹抜け

議場屋根3階屋根

Ａ案

① 既存建物の屋根部を利用する場合、増加する荷重を既存の床、梁へ付加させる事は不可能である

　 が、既存柱へ直接荷重を伝達させる鉄骨架台を設ける事で対応可能と判断する。

・受変電設備の総重量は鉄骨架台を含め、23t程度であり、既存柱８本で荷重を分散支持すると

　すれば柱１本当たり３t弱の荷重増加で済むため、荷重自体の増加は特別な問題とはならない。

・しかし地震力においては、3階床面での荷重増加は既存耐震補強に与える影響は多大となる。

　改めて、耐震安全性の検証が必要となり、補強ブレースの増設が必要となる状況も想定される。

■ Ｂ 案 本庁舎西側地上面

① 液状化が懸念される範囲外とする。

・本庁舎正面出入り口より西側であれば液状化懸念範囲外となる。

② 津波対策として受変電設備の設置高さはTP＋9.8m以上とする。

・当該部位の地盤高さはTP＋9.2m程度、機器類基礎設置底盤を＋0.2ｍ、基礎の高さが0.5mと

　すれば基礎の天端はTP＋9.9mとなり問題は無い。

・さらに安全を確保するため高さのある架台を構築する場合、大型の基礎構造が必要となり、地

　下に埋蔵された遺構に障害を与える懸念があり望ましくはない。

■ 受変電設備の移設に対する懸念事項

① 受変電設備の更新改修工事では、新たな場所に新設する設備を先行設置し、システムを切り替え

　 た後に従来の設備を撤去する手法が一般的である。

・本庁舎の既存受変電設備は平成21（2009）年9月に全面的な更新改修が実施されている状況

　にあり、屋内型受変電設備の標準更新年は30年程度のため、現時点での更新は時期尚早と考え

　る。また、既存移設とした場合、工事中長期間の停電が必要となり、その間庁舎の機能が停止し

　てしまうため、現実的ではない。
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10-3．改修に伴う概算計画

10-3-1．概算工事費算出の概要

1） 概算工事費算出に際し、仮設足場、養生等の直接仮設費、警備員等の共通仮設費及び、諸経費を含

み消費税は除外した。

2） 床・壁・天井等の内装部材の改修に際し、工事範囲においては通常業務を移動し対応するか又は夜

間・休日のみを利用した作業となる。現状においてその詳細を想定することは困難なため、通常業

務は全て移設対応することとし工事は、平日日中作業を中心とした工事計画を基に概算を算出した。

尚、執務スペースの移動に関する経費は別途とした。

3） 本庁舎の建設年度から想定し、各種建築構成部材にはアスベスト含有建材の使用が懸念される。現

状において分析調査は未実施のため、概算算出においては含有建材は存在しないものとした。

4） 概算価格は工事時期、施工条件、周辺の取合い状況などにより大幅に変動する。改修工事実施に際

し、詳細現地調査、詳細設計、詳細施工計画に基づいた詳細見積りの算出が必要である。

5） 以下の項目は本概算において別途とした。

① 家具、什器、消耗品に関する工事。

② 工事実施に際し発生が懸念される家具、什器等の移設復旧等の費用。

③ 工事時期が分散されることによる仮復旧などに関する費用。

④ 詳細現地調査費、設計費、監理費など。
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10-3-2．工事概算予算書

概算工事費 概算工事費 概算工事費 概算工事費

 1.塔屋外壁関係改修 9,000,000  1.空調設備 115,000,000  1.各所盤類の改修 3,800,000  1.火災報知設備関係の改修 61,000,000

 劣化状況対策  2.庁舎外壁関係改修 93,000,000  2.衛生設備 15,000,000  2.昇降機の更新 104,000,000

 3.屋上有孔ＰＣ版手すり壁改修 8,000,000  3.照明器具類の更新 130,000,000

 4.ライトコート防水改修 5,000,000  4.屋外照明器具の更新 2,400,000

 5.屋上防水改修
   （塔屋屋根、東側低層部を除く）

60,000,000

 6.屋上防水改修
   （塔屋屋根、東側低層部屋根） 6,000,000

 7.内装美装改修（床・壁改修） 105,000,000

 合 計 286,000,000  合 計 130,000,000  合 計 240,200,000  合 計 61,000,000 717,200,000

 1.耐震補強改修 433,000,000 建築工事に含む 建築工事に含む 建築工事に含む 433,000,000

 2.杭の補強改修 166,000,000 166,000,000

 3.天井耐震化改修 70,000,000  1.天井耐震化に伴い発生する工事 30,000,000  1.天井耐震化に伴い発生する工事 10,000,000  1.ラック類の耐震補強 6,000,000 116,000,000

 4.ガラスの飛散防止対策 20,000,000 20,000,000

 5.災害対応型トイレの設置
   ・A案；公衆トイレ増築

16,000,000  2.災害対応型トイレの設置 12,000,000  2.災害対応型トイレの設置 500,000 28,500,000

   ・B案；仮設トイレ設置対策 2,300,000 2,300,000

 6.災害時対応拠点の設置 113,000,000  3.災害時対応拠点の設置 600,000  3.災害時対応拠点の設置 8,700,000 122,300,000

 4.受水層耐震化改修 4,100,000 4,100,000

 1.建物～外構埋設配管の
 破損防止対策

300,000 300,000

 1.１階防潮対策
   ・A案；電動起到式防潮板設置

54,000,000
 1.１階防潮対策
   ・A案；防潮板用電源工事

7,500,000 61,500,000

   ・B案；可搬式防潮板設置 36,000,000 36,000,000

 2.地下１階ゲリラ豪雨対策
   ・A案；電動起到式防潮板設置

20,000,000
 2.地下１階ゲリラ豪雨対策
   ・A案；防潮板用電源工事

6,000,000 26,000,000

   ・B案；可搬式防潮板設置 6,000,000 6,000,000

 1.排水管の屋外からの
 逆流防止対策

500,000 500,000

 3.受変電設備移設に伴う基礎工事 300,000  3.受変電設備の移設 134,000,000 134,300,000

 3.ソーラー外灯の設置 4,000,000 4,000,000

 1.発電機電源の供給範囲の変更 23,600,000 23,600,000

 2.可搬式発電機切り替え盤設置 15,000,000 15,000,000

 議 場
 1.議場天井耐震化改修
   ・A案；仕様ルートによる改修

23,600,000
 1.議場天井耐震化改修
   ・A案；ダクト耐震化改修

8,100,000
 1.議場天井耐震化改修
   ・A案；照明器具のLED化

16,300,000
 1.議場天井耐震化改修
   ・A案；音響機器の耐震化

電気設備に含む 48,000,000

 特定天井対策
   ・B案；フェイルセーフ対策 40,000,000    ・B案；対応工事なし 0    ・B案；対応工事なし 0    ・B案；対応工事なし 0 40,000,000

合 計 -1 （各Ａ案を含む） 915,900,000 1,203,100,000

合 計 -2 （各Ｂ案を含む） 886,600,000 55,600,000 225,600,000 6,000,000 1,173,800,000

 機能維持対策
合 計

機 械 設 備
電 気 設 備

（昇降機設備を含む）
通 信 設 備 合 計

地
震
対
策

津
波
・
水
害
対
策

停
電
対
策

建 築

 機能維持
 （BCP）対策

液状化
対 策
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10-4．改修に伴う工事計画案

■ 工事工程作成基本事項

１）各工事項目単体での工事工程とした。

２）床・壁・天井等内装改修を伴う改修工事は、日常の通常業務の障害となるため、工事範囲の業務は他所へ移設し施工可能な条件とした。

その際、１工区の単位面積は400～500㎡程度を設定した。

３）上記において、執務環境の引っ越しに要する期間は除外した。

４）実際の工事着手に際し、関連工事、道連れ工事などの詳細調整が必要となる。

工事工程計画 -1

 5.屋上防水改修
 （塔屋屋根、東側低層部を除く）

※ 外部足場設置の関係から、外壁改修工事と同時期施工が望ましい。

※ ライトコート上部手すり改修に際し、ライトコート内に仮設足場の設置が必要。

 6.屋上防水改修
 （塔屋屋根、東側低層部屋根）

   内装美装工事＋天井改修
 （BCP対策の天井改修を含む）

1

 8.昇降機更新工事

2 3

 1.塔屋外壁関係改修

 2.庁舎外壁関係改修

 3.屋上有孔ＰＣ板手すり改修

 4.ライトコート防水改修

 7.内装美装改修（天井を除く）

劣
化
状
況
対
策

4 5 6 7 8 9 10 11 12 13

※ 1工区400～500㎡程度を想定し、1工区分対応の工事工期を示す。
※ 工事範囲内は無人とし、平日作業とする。
※ 配線器具類の更新、ファンコイルユニットの更新を含む。
※ 天井内空調、衛生配管更新工事等を含む。

※ 1工区400～500㎡程度を想定し、1工区分対応の工事工期を示す。
※ 工事範囲内は無人とし、平日作業とする。
※ 配線器具類の更新、ファンコイルユニットの更新を含む。
※ 天井内設備機器更新工事等は除く。

14

既存解体

準備

準備

準備

準備

準備

準備

詳細調査

既存床仕上げ解体

防水新設工事

仮設足場設置

仮設足場設置

仮設足場設置

仮設足場解体

外壁他改修工事

仮設足場解体

仮設足場解体

詳細調査

外壁他改修工事

手すり新設工事

既存笠木補修工事

防水改修工事

防水改修工事

内装改修工事

検査

検査

検査

検査

検査

検査

仮設間仕切り設置 仮設間仕切り解体

工場製作期間
1号機更新工事

3号機更新工事

検査
検査

準備

仮設間仕切り設置 内装・天井改修工事 検査

仮設間仕切り解体既存天井ほか解体
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工事工程計画 -1

※ 土・日・祝日工事とする。

※ 土・日・祝日工事とする。

※ 土・日・祝日工事とする。

※ 土・日・祝日工事とする。

※ 土・日・祝日工事とする。

議
場

特
定
天
井
対
策

停
電
対
策

 8.通信設備ラック類の
 耐震補強

 6.屋外駐車場の一部に
 上屋の増築

 2.Ｂ案；ﾌｪｲﾙｾｰﾌ対策
 による改修

 2.地下１階ゲリラ豪雨対策
 （電動起到式防潮板設置）

 3.排水管の屋外からの
 逆流防止対策

 4.受変電設備の移設

 1.各所盤類の改修

 1.Ａ案；仕様ルート
 による改修

 1.建物～外構埋設配管の
 破損防止対策

 1.耐震補強改修

 2.杭の補強改修

 4.ガラスの飛散防止対策

地
震
対
策

液
状
化
対
策

水
害
対
策

 5.防災対応型トイレの設置

 1.１階防潮対策
 （電動起到式防潮板設置）

 擁壁上部嵩上げ工事

 7.ソーラー外灯の設置

 3.天井改修

機
能
維
持
（

B
C
P
）

対
策

13 14

※ １工区当り耐震ブレース5ヶ所設置を基準とし、１工区分の工期を示す。
※ 騒音振動が多大な工事のため、土・日工事とした。

※ １工区400～500㎡程度を想定し、1工区分対応の工事工期を示す。
※ 工事範囲内は無人とし、平日作業とする。
※ 天井内空調、衛生配管更新工事等を含む。

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12

準備

準備

準備

準備

準備

準備

準備

準備

準備

準備

準備

準備

準備

準備

準備

仮設間仕切り設置

仮設間仕切り設置

仮設間仕切り解体

鉄骨・仕上げ・設備工事内装解体他

鉄骨製作

鋼管杭製作

杭施工地中障害など調査
コンクリート工事

検査

検査

検査

仮設間仕切り解体既存天井ほか解体

フィルム施工

検査

躯体工事

内外装仕上げ・各種設備工事

検査

鉄骨製作

基礎工事

鉄骨建方・仕上げ、設備工事

ソーラーパネル設置

外部足場解体

検査

ラック類耐震化工事

検査

検査

埋設配管改修工事

仮設足場設置

嵩上げ工事

防潮板製作

基礎工事

防潮板据付工事

検査

防潮板製作

基礎工事

防潮板据付工事

検査

埋設配管工事

検査

受変電設備製作

基礎工事

受変電設備設置工事

既存受変電設備撤去

検査

検査

各所盤の改修

内部足場設置

内部足場設置

内部足場解体

内部足場解体

検査

検査

既存天井など撤去 建築家照明工場製作

落下防止ネット設置

耐震天井新設

準備 検査

外灯の製作

基礎工事

外灯据付

天井内設備・天井新設工事

準備

仮設足場解体

検査
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